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4　瀬戸大橋計画段階の香川県の社会経済構造
　瀬戸大橋が開通した場合，どのような効果が期待できるか，そして実際，開通に伴ってどの
ような変化や効果が発生したかについては，国や県などが瀬戸大橋を構想・計画した段階や工
事期間中に作成した数多の行政資料，地元の金融機関など経済界が発表した効果予測や影響調
査をもとにすでに検討してきた（注1）。そこで，以下においては瀬戸大橋開通後の香川県の社会
経済的構造分析を通じて，開通の効果や影響について具体的に検証したい。
1）　瀬戸大橋開通前の香川県一構想・計画段階の香川県の実態
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　わが国が瀬戸大橋を含む3本の「本四架橋」を事業決定したのは1969年，「新全総」において
である。瀬戸大橋は事業決定したのが1969年，それから20年経った1988年に完成・開通してい
る。この間の20年間は，わが国にとって，まさに激動の連続であった。「新全総」策定直後の
1973年には高度経済成長政策に終焉を告げることになるオイルショックが勃発している。以来
10年間，わが国は減速経済に舵を切り替えざるを得なかった。だが，それも80年代前半までの
ことである。80年代半ばにはバブル経済に突入している。日本列島を乱開発や地上げが襲い，
狂乱物価が吹き荒れた。しかしそれも束の間，80年代末には早くもバブルが弾けている。以
来，わが国の経済は底なしの不況におちいり，新世紀に突入した現在も，景気回復の兆しを見
せていない。香川県に関していえば，高度経済成長期の最終段階に長年の夢であった「本四架
橋」・瀬戸大橋が事業決定をみ，オイルショック後の減速経済下に建設工事に着手している。
完成したのはバブルの崩壊を目前にした1988年である。建設工事の本格化や，全面開通に伴っ
て香川県の社会経済構造はどう変わったか，香川県の構造変化を瀬戸大橋の開通に関連づけ，
以下，検討する。
　瀬戸大橋の工事着工や全面開通が香川県の社会経済構造をどう変えたか確認するためにも，
開通前の社会経済構造などの把握が必要であ翫そこで，ここでは遠隔性や第1次産業県など
地域性を共有する東北（秋田県）や九州（熊本県），隣県などの数値を引き合いに比較検討す
る。こうした視点から60年～80年の香川県の基礎数値を示したのが，以下の数表である。
　まず人口の動態からみる。周知のように，わが国の人口は高度経済成長期以降，急増の一途
をたどってきた。60年～70年には11％増加し，60年～80年には24％増加しているが，遠隔
地（注2）や二二地の市町村と道県では人口減をたどっている。遠隔地の徳島県や高知県ではこの
間に人口は減少している。香川県の人口は60年～70年には減少，70年～80年では4％増加して
いるが，60年～80年では微増にとどまっている。
　ところで，60年以降の，いわゆる高度経済成長期以降，わが国がたどった構造変化とそれに
伴う構造的特徴には，以下の2点が含まれている。1つは，東京圏，大阪圏，名古屋圏に人口
や生産・経済機能が過度に集中・集積する「大都市化」現象である。2つは，地方の人口や生
産・経済機能が主として県庁所在都市に同じく過度に集中・集積する「県庁所在都市化」現象
である。「新全総」以降の「全国総合開発計画」は地方や遠隔地に造成した大規模生産拠点に
「重厚長大型・素材供給型」業種などの大規模事業所を誘致し，「過密」と「過疎」の進行にス
トッフ．をかけ，さらに政策課題として「大都市化」の弊害の解消を掲げざるを得なかった。こ
こでは60年以降の都市化の進展を，1）人口集中地区（注3）の面積の拡大と人口の集中化，2）就業
人口を中心とする昼夜間人口の隔差，就業や通学を理由とする昼間時の流出，昼間人口率を通
じて確認したい。
　まず人口集中地区（以下，DID地区）の動態からみる。表1にはDID地区の面積率や人口
率を示している。DID地区の全国的な面積率は，60年が1．1％，65年が1．3％，70年が1．7％，
75年が2．2％，80年が2．7％にすぎない。この間に全国的に工業化や都市化が進行したため，
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DID地区面積は拡大の一途をたどったが，比率的には数％どまりである。香川県のDID地区
の面積は県域の数％と狭いが，それでも60年の1，4％，70年の2．4％，80年の3．6％と全国平均を
大きく上回っている。同年の愛媛県（1．0％，1．3％，2．1％），徳島県（0．5％，0．6％，
1．1％），高知県（0。3％，0，5％，0．7％），秋田県（0．3％，0．4％，0．6％），熊本県（0．7％，
1．0％，1．5％）のDID地区率と比較しても，香川県のDID地区率および拡大率は大きい。も
ちろん，埼玉県（2．7％，7．1％，13．5％）や千葉県（1．5％，4．5％，8，3％）や神奈川県
（10．7％，21．1％，33．3％）など大都市圏とは到底比較できないが，対岸の広島県（1．3％，
1．8％，2．9％）や岡山県（0．5％，1．2％，1．9％）や和歌山県（0．9％，1。2％，！．7％）より
はDID地区率も拡大率も高く大きい。
　全国の人口と県内の人口の多くはこのDID地区に短期間内に集中してきている。この背景に
は高度経済成長期以降，わが国が工業化推進策を最優先し，かつ都市化の進展を近代化の政策
的内実として位置づけ，これを国家政策や自治体政策として重視かつ選択し，推進した事情が
ある。実際，この間に全国の人口はDID地区に過度に集中してきた。60年には全国の人口の
43．7％，65年には48．1％，70年には53。5％，75年には57，0％，80年には59．6％が国土の2。7％
のDID地区に集中している。これに対して，香川県のDID地区集中率は，60年が24．8％，70
年が31．7％，80年が32。6％である。全国平均や大都市圏とは比較できないほど・」・さいが，それ
でも60年には県域の1．4％のDID地区に県内人口の24．8％，70年には県域の2．4％のDID地区
に人口の31．7％，80年には県域の3．6％のDID地区に人口の32．6％が集中している。つまり，
高松市など県域の4％弱のDID地区に県内人口の約3分の1が集中している勘定である（実
際，80年の場合は100万人中の約32万人，県民の3人の1人が高松市1市に集中していた）。
　この傾向は隣県でもみられる。徳島県では60年の人口の20．2％は0．5％のDID地区，70年の
23．6％は0．6％のDID地区，80年の26．8％は1．1％のDID地区に集中している。愛媛県でも60
年の29．7％は1．0％のDID地区，70年の35．2％は1．3％のDID地区，80年の県民の41．2％も
2．1％のDID地区に集中している。高知県でも60年の県民の23．0％は0．3％のDID地区，70年
の32．4％は0．5％のDID地区，80年の38，2％も0．7％のDID地区にやはり集中している。九州
　（熊本県）や東北（秋田県）でも同様の傾向がみられる。熊本県の60年の24．3％は0．7％の
DID地区，70年の30．4％は1．0％のDID地区，80年の34．8％も1．5％のDID地区に集中し，秋
田県の60年の20．5％は0．3％のDID地区，70年の24．6％は0。4％のDID地区，80年の29．1％も
0．6％のDID地区に集中している。こうした数値は列島規模や県内における「過密」と「過
疎」の進行や激しさを物語っている。
　前述のように，55年以降の，とくに60年以降の高度経済成長期に表面化した「過密」と「過
疎」の弊害を，、わが国は「新全総」など国土計画や産業政策を通じて解消しようとしたが，そ
の目論見はその後の数値が示すように期待はずれに終わっている。人口・労働力や生産・経済
機能は，全国的には大都市圏に，都道府県レベルでは県庁所在都市に集中・集積してきた。高
度経済成長期以降にたどった「大都市化」と「県庁所在都市化」が示すように，「過密」と「過
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表1　香川県の基本数値（1）単位は指数，％，金額は億円
人　口 人口集中 産業別就業者率 農業粗生産額 工業製造品出荷額等 小売業年間販売額
伸　び 地区比率 1次 2次 3次 総　　　額 伸　　び 総　　　　額 伸　　び 総　　　額 伸　　び
指　数 人口 面積 産業 産業 産業 億円 指数 億円 指数 億円 指数
全　　国 60年 100．043．ア 1．1 32．629．238．2 17，807．3 100．G 15L819．9100．0 43，153．9 100．0
70年 111．053．5 1．7 19．334．146．5 42，678．9 239．7 575，395．5379．0217，734．4504．6
80年 124．159．7 2．7 10．933．655．4 107，045．060L1L818，408．61，197．7735，644．61．7047
香川県 60年 100．024．8 1．4 41．82L836．3 237．4 100．0 802．3 100．0 319．3 100．0
7G年 98．831．7 2．4 25．429．944．7 583．7 245．9 3，654．7 455．5 1，673．3 524．1
80年 108．832．6 3．6 14．1 32．553．4 L279．0 538．7 15，212．71，896．1 5．924ユ 1，855．3
徳島県 60年 100．020．6 0．5 47．42G．232．4 204．4 100．0 524．4 100．0 232．7 100．G
70年 93．423．6 0．6 3L627．940．5 517．5 253．2 2，233．了 425．9 L！56，5 497．D
80年 97．426．8 L119．530．949．5 1，426．0 697．6 7，987．01，523．1 4，084．21，755．1
愛媛県 60年 100．029．7 LO42．223．234．6 326．7 100．0 1，924．9 100．0 449．6 100．0
70年 94．535．2 1．3 29．028．042．9 810．7 248．2 6，971．3 362．2 2，258．7 502．4
80年 100．441．2 2．1 18．43G．55LO L907，0 583．7 22，091．61，147．7 8，l19．5L806．0
高知県 60年 100．023．0 0．3 50．815．933．3 17D．9 100．O 350．4 100．0 272．2 100．0
70年 92．132．4 0．5 33．820．545．7 427．9 250．4 L353．0 386．1 L434．7 527．1
80年 97．338．2 0．7 21．423．555．C 1，248．O 730．2 4，478．01，278．0 4β78．21，718．7
秋田県 60年 100．020．5 0．3 55．515．429．1 448．2 100．0 757．5 100．0 417．8 10D．0
70年 92．924．6 0．4 41．719．738．5 L132．1 252．6 2，239．4 295．6 2，261．0 541．2
80年 94．129．1 0．6 23．727．648．7 2，836．0 632．7 7，785．91，027．8 8，203．81，963．6
熊本県 60年 100．024．3 0．7 51．214．034．8 439．7 100．0 782．5 100．0 570．1 100．0
70年 9L630．4 1．0 37．217．645．上 1，214．4 276．2 2，775．5 354．7 2，669．3 468．2
80年 96．534．8 L524．023．052．9 3，645．0 829．D 8，188．91，046．5 9，945．5L744．5
（注）　1　農業粗生産額の1970年は1968年，1980年は1982年，工業製造品出荷額等の1970年は1969年，1980年は1979年。
　　　　小売業年間販売額の1980年目1979年の数値。
　　　2　人口（人口集中地区を含む）は総理府r国勢調査報告書』，農業粗生産額は農林省r農業所得統計』，工業製造品出荷額等は通
　　　産省『工業統計調査』，小売業年間販売額は通産省『商業統計調査丑にもとづき筆者が作成した。
疎」の解消に賭けた期待ははずれ，列島規模と都道府県内で「過密」と「過疎」が逆に急速に
進行した。「新全総」など国土計画や産業政策を通じて，地方や遠隔地に数多の大規模事業所を
誘致したが，それでも大都市圏と県庁所在都市への人口や諸機能の集中・集積にはストップが
かからなかった。
　香川県に関していえば，この間，瀬戸大橋の架橋化に執着し推進してきたが，その背景には
香川県（四国全体）の「過疎」化を回避し，「第1次産業県」や「工業化途上県」から脱却する
こと，このため企業誘致に途をひらき，労働力の流出を食い止め，「脱第1次産業県」化を果た
し「工業化先進県」の仲間入りをめざす願望とシナリオがあった。この願望およびシナリオは
計画段階や建設工事中に香川県や経済界などが発表した行政計画や報告書に集約されている。
瀬戸大橋の開通に備え，高速自動車道網を含む道路や交通環境を整備し，県外企業を誘致し，
工業化・産業化を推進する一方，波及効果として県内全域で都市化を推進する，結果として人
口・労働力の流出にストッフ．をかけ，「過疎」化の問題を解消しようとするものであった。それ
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はほかならぬ香川県が第2次産業や第3次産業に経済基盤の基軸を切り替えることを意味す
る。その戦略は，端的にいえば，東京都，大阪府，神奈川県，愛知県など「工業化先進地」以
外の各県が高度経済成長期に競って選択してきた「脱第1次産業県」化と「工業化先進県」化
の戦略であった。問題は瀬戸大橋を開通させることによって，香川県はこの政策目標の実現に
成功したかである。瀬戸大橋の開通に伴って香川県の人口構造がどう変わったについては後述
するが，つぎに瀬戸大橋開通前（構想・計画段階）の産業経済構造について垣間みる。
　表1には60年～80年の就業者の産業別構成比が示されている。まず60年の産業別就業者をみ
ると，香川県の就業者の41．8％（190，288人）は第1次産業，第2次産業は21．8％，第3次産業
は36．3％である。この時期の香川県が第1次産業県であったことを示している。だが第1次産
業就業老率はその後激減の一途をたどり，70年には25．4％に急降下し，80年には14．1％まで下
げている。就業者数も60年の190，288人から70年には123，270人，80年には70，269人用激減して
いる。60年～80年の減少率は63，1％である。第1次産業就業者の内訳をみると，60年の91％，
70年の93％，80年の90％は農業就業者である。第1産業就業者そのじつ農業就業者であるが，
その農業就業者も60年の173，116人から70年には115，217人，80年には63，428人，減少率
63．4％，まさに激減している。就業構造面で「脱第1次産業県」化が確実に進行している。
　そこで，「脱第1次産業県」化の中身をみると，第2次産業就業者構成比の60年の21．8％，
70年の29．9％，80年の32．5％が示すように，工業化の展開を必ずしも示しているわけではな
い。就業者構成比が大幅に上昇しているのは第3次産業で，構成比は60年の36．3％から70年に
は44，7％，80年には53．4％，第3次産業が就業者の過半以上を集めている。その意味では香川
県の60年以降の構造変化は「第1次産業県」から「第3次産業県」への変化であり，「第1次産
業県」から「第2次産業県」への変化ではない。就業者数をみても，第2次産業就業者は60年
の96，915人，70年の145，489人，80年の！61，456人，この間に66．6％増加しているが，第3次産
業就業者は60年の161，666人，70年の218，089人，80年の267，286人，この間の増加率は65．3％，
増加率でも第2次産業と第3次産業は拮抗している。問題は第2次産業就業者の中身である。
就業老増が目立つのは建殺業（60年20，919人，70年31，748人，80年45，266人）と製造業（60年
73，655人，70年112，323人，80年115，085人）であるが，この間の建設業就業者の伸び率は
116．4％，製造業の伸び率は56．2％，伸び率の隔たりが示すように，建設業就業者の激増ぶりは
異常である。建設業の伸びの大きさは70年～80年が顕著であるが，この背景には瀬戸大橋など
　「本四架橋」工事が本格化したこと，および県内道路整備など関連事業が始動したことなどが
あるが，それにしても建設業就業者の増加傾向は尋常ではない。第3次産業で就業者数と増加
率で目立つのは金融保険・不動産業（60年7，581人，80年15，617人，増加率106．0％）を筆頭
に，小売業・卸売業（60年61，881人，80年108，191人，増加率74．8％），サービス業（60年
51，511人，80年88，646人，増加率72．！％），運輸通信業（60年23，831人，80年32，942人，増加率
38．2％）が顕著である。
　建設業などの堅調な伸びが示す，こうした産業別就業構造は香川県だけの特異な現象ではな
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い。戦後とくに高度経済成長期以降，「脱第1次産業県」化を志向し，大規模開発や工業化・産
業化を競って選択した地方の道県に共通する現象であり構造である（注4）。r脱第1次産業県」
化の願いを瀬戸大橋や明石大橋や西瀬戸大橋に賭けた徳島県，愛媛県，高知県は，同様の傾向
をたどってきたし，構造を形成してきた。徳島県では第1次産業就業者は60年の47．4％
（186，656人）から70年には31．6％（127，228人），80年には19．5％（78，364人）に激減してい
る。この間に第1次産業就業者は半分以下（58％）に減った勘定である。対照的に第2次産業
就業者は60年間20．2％から80年には30．9％に上昇し，第3次産業就業者も60年の32．4回目ら80
年には49．5％に上昇，激増している。愛媛県でも第！次産業就業者は60年の42．2％から80年に
は18．4％に急降下し，逆に第2次産業就業者は23。2％から30．5％に，第3次産業就業者は
34．6％から5LO％に押し上げ，激増している。
　こうした産業経済面の構造変化は表2の産業別生産所得の構成変化にもあらわれている。65
年の香川県の生産所得総額は2，092億円，うち第1次産業生産所得は293億円，生産所得総額の
14％，67年の生産所得総額は2，894億円，うち第1次産業生産所得は387億円，総額の！3．4％，
69年目総額は3，971億円，第1次産業生産所得は407億円，総額の10．2％と確実に構成比を下降
させている。第2次産業生産所得額は65年が600億円，総額の27．9％，67年が921億円，総額の
31．8％である。第3次産業生産所得額は65年が1，！99億円，所得額全体の57．3％，67年が1，586
億円，総額の54．8％，生産所得でも第3次産業の比重が大きい。この時期（65年）の第1次産
業就業者は就業者総数の33．6％，それが生産所得では13．4％，就業者1人平均の生産所得の少
なさが目につく。この構造こそは「第1次産業県」や「工業化途上県」に固有のものである
が，こうした構造から脱却する意味でも，香川県は工業化・都市化を推進する必要があり，そ
のきっかけや切り札を瀬戸大橋の開通に期待してきたのである。
　「第1次産業県」や「工業化途上県」としての地域性を端的にあらわしているのが産業別生
産所得構成である。こうした面を浮き彫りにする意図で作成したのが表2である。表2から読
みとれることの1つは，第1次産業生産所得の少なさである。「新全総」を策定した69年段階で
も，第1次産業生産所得は軽微である。前述のように，生産所得総額は3，971億円，第1次産業
は407億円（10。2％），第2次産業は1，390億円（35，0％），第3次産業は2，176億円（54．8％）で
ある。65年～69年の伸び率は生産所得総額が89．8％，第2次産業は116，7％増，第3次産業は
81．5％増，これに対して第1次産業の伸び率は38．9％にすぎない。香川県が戦略的成長を期待
する製造業の生産所得は，67年が682億円，構成比25．6％，68年が845億円，24．8％，69年が
1，054億円，26．5％，この間の伸び率は54．5％である。伸び率が示すように製造業の生産所得の
伸びは停滞的である。
　第2次産業の伸び悩みは四国各県に共通している。徳島県の生産所得をみると，第2次産業
の65年～69年の伸び率は113．4％，66年～69年は59．8％，製造業の67年～69年の伸び率は
68．3％である。この間の第1次産業生産所得の伸び率16．4％，第3次産業生産所得の伸び率
36．7％，生産所得総額の伸び率37，9％（65年～69年目伸び率は103．0％）と比べ，第2次産業生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一104一
人間の福祉　第10号（2001）
表2　香川県・の基本指標（2）単位は億円，％
?
業 別 県
?
生　　産 所 得
県民個人
総 額 第　1 次 産業 第　2
? 産業 製　造
?
第　3 次　産 業
所得金額
金　　額 指　数 金　額
?
指　数 金　額
?
指　数 金　額
?
金　　額
?
指　数
全　国 65年 247，896 一 25，549lO．3 一 94，05937．9 一 一 一 128，2885L7 一 25L582
香川県 65年 2，092100 29314．0 100 60028．7 lOO ．「　 一 1，19957．3 100 2，003
67年 2，894 138．3 38713．4 132．1 92131．8 153．5 68225．6 1，58654．8 132．3 2，750
68年 3，400 162．5 38011．2 129．71，13333．3 188．8 84524．8 L88655．5 157．3 3，234
69年 3，971 189．8 40710．2 138．91，30035．0 216．了 1，05弓26．5 2，17654．8 181．5 3，753
徳島県 65年 L552100 28218．1 1DO 41726．9 100 一 皿 85355．0 100 一
67年 2，284 147．2 49821．7 176．6 55724．5 133．6 37616．5 L23053．8 144．2 2，354
68年 2，723 175．4 49了 18．3 1了6．2 73026．8 175．1 49618．2 1，49754．9 175．5 2，814
69年 3，／51 203．0 58018．4 205．7 89028．2 213．4 63320．1 1，68153．4 197．1 3，296
愛媛県 65年 3，081 100 56018．1 100 LO6234．5 100 一 一 1，46947．了 100 3，150
67年 4，555 147．8 76116．7 135．9L60635．3 151．2L28028．1 2，18848．0 148．9 4，313
68年 5，240 170．1 80815．4 144．31，96337．5 184．81，37528．2 2，4694了．1 圭68．1 5，125
69年 6，5了6 213．4 92914．1 165．92，48137．7 233．6L98630．2 3，16648．1 215．5 5，965
高知県 65年 L5691 100 39425．1 100 35122．4 100 一 一 82452．5 100 1，了81
67年 2，297i146．6 56724．7 143．9 52222．7 148．7 28《 12．4 1，21252．8 147．1 2，451
68年 2，678 170．9 62323．3 158．1 62423．5 177．8 32712．4 1，43753．6 174．4 2，865
69年 3，115 198．8 67721．7 17L8 71422．9 203．4 37212．0 1，73255．6 210．2 3，265
秋田県 65年 2，422 100 70229．0 100 57623．8 100 一 一 1，14547．2
lOO 2，728
67年 3，739 154．4 96125．7 243．9 93224．9 161．8 50413．5 1，84649．4 161．2 3β34
69年 4，602 190．01，0G521．8 255．1 1，16925．4 202．9 525ll．4 2，42852．7 212．1 4，700
熊本県 65年 3，329100 81324．4 100 76723．0 100 　 一 1，74952．5 100 一
67年 4，697 141．1 1，13324．三 139．4 93219．9 121．5 50810．8 2，63256．0 150．5 4，608
69年 5，629169．1 1，14720．4 141．1 1，17720．9 153．4 一 一 3，30558．7 189．0 5，911
（注）　1　経済企画庁了国民所得統計』をもとに筆者が作成した。
産所得の伸び率はたしかに顕著であるが，産業別構成比は65年が26．9％，67年中24．5％，68年
が26．8％，69年が28．2％，第3次産業生産所得構成比の65年の55．0％，67年の53．8％．，68年の
54．9％，69年の53．4％と比べると隔たりは歴然としている。要するに第2次産業は生産所得面
でも4分の1産業にすぎない。製造業に関していえば，生産所得は総額の67年の16．5％，68年
の18．2％，69年の20．1％，同年の第1次産業生産所得率の21．7％，18．3％，！8．4％と大差はな
いむ
　つぎに高知県の産業別生産所得構成をみる。生産所得総額は，65年が！，569億円，67年が
2，297億円，68年が2，678億円，69年が3，115億円，この間に2倍近く（98．5％増）伸びている。
同年の第1次産業の生産所得は，65年が394億円，67年が567億円，68年が623億円，69年が677
億円，この間の伸び率は71．8％である。第2次産業の生産所得は，65年が351億円，67年が522
億円，68年が624億円，69年が714億円，この間に2倍以上（103．4％増）に伸びている。製造業
に限ってみると，67年が284億円，68年が327億円，69年が372億円，67年～69年の伸び率は
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31．0％，第3次産業の生産所得は，65年が824億円，67年が1，212億円，68年が1，437億円，69年
が1，732億円，この間の伸び率は110．2％，伸び率も第3次産業が圧倒的に大きい。したがっ
て，産業別生産所得構成も第3次産業は65年の52．5％，67年の52．8％，68年の53．4％，69年の
55．6％と大きい。第2次産業の構成比は65年の22．4％，67年の22．7％，68年の23。5％，69年の
22．9％と，第1次産業以下もしくは並み程度（25．1％，24．7％，23．3％，21．7％）である。製
造業の場合は，67年が12．4％，68年が12，4％，69年が12．0％と第1次産業の半分，構成比も下
降をたどるなど悲惨な状況にある。愛媛県の場合は，生産所得総額は他の2県の2倍程度の規
模を有しており，かつ伸び率も113．4％増と大きい。製造業（67年28．1％，68年28．2％，69年
30．2％）を中心に第2次産業も一定程度の経済力を確保している。
　2）　瀬戸大橋開通前の産業経済構造
　産業別就業構造や産業別生産所得構造，あるいはDID地区関連の数値が示すように，60年代
から70年代にかけての，瀬戸大橋が計画段階であった時期の香川県は，紛れもなく「第1次産
業県」であり「工業化途上県」であった。それでも第1次産業生産所得の割合は必ずしも大き
かったわけではない。数値を整理すると，60年の就業者総数に占める第1次産業就業者率は
32．6％，それが10年後の70年には19．3％に低下している。生産所得構成比も65年が所得総額の
14．0％，67年が13．4％，69年が10．2％と低い，経済的には軽微な存在である。就業者率や生産
所得率をみると，第1次産業県でも，実態は農業県である。60年の第1次産業就業者は185，288
人，うち173，116人（93．4％）は農業就業者である。漁業就業者は10，951人（5．9％），林業就業
者は1，22！人（0，6％）と少ない。70年の第1次産業就業者は123，269人，うち！！5，217人
（93．5％）は農業就業者，漁業就業者は7，581人（6．1％），林業就業者は472人（0，4％）にすぎ
ない。
　肝心の農業も経営規模は零細であり，多くの農家は農業所得のみで営農や生計を維持するこ
とが困難であった。農業所得で営農や生計を維持する専業農家は，55年段階で全農家の35％に
すぎない。60年の専業農家は全農家の36％，70年の専業農家は農家全体の13％と希有の存在で
あった。つまり，60年の全農家の64％，70年の全農家の87％は兼業農家であった。この背景に
は55年以降，わが国が国策として選択した高度経済成長政策，とくに60年以降，戦略業種を中
心に経済高度成長を推進するため，第1次産業や農業を人身御供的にあつかってきた通商産業
政策がある（注5）。具体的には61年に制定した農業基本法が農業の近代化・機械化を口実に農業
経営費の膨張を促してきたこと，農家生活の近代化・都市化が都市的生活様式の普及・定着・
進展を通じて農家の生計費を際限なく押し上げ，圧迫してきたなど，農業や農家を取り巻くこ
うした状況変化である。
　ちなみに，農業生産の成果は農業粗生産額にあらわれる。たしかに農業粗生産額はこの間に
伸びている。しかしその伸び率は第2次産業（製造品出荷額等や生産所得など）や第3次産業
（年間販売額や生産所得など）の伸び率には到底及ばず，農業と非農業間の不均等発展は拡大
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の一途をたどり，その結果，農家の兼業化と兼業農業化を促してきた。農家にとって農業粗生
産額は，営農費の原資かつ生計費の原資である。香川県でも農業粗生産額は60年越237．36億円
から65年には452．98億円，68年には583，69億円，73年には788．30億円，75年には1，165．91億円
と増大している。伸び率も60年～65年が90．8％，60年～75年が391．2％，伸び率は決して小さく
ない。しかしそれも第2次産業が工業製造品出荷額等などとしてたどった事業活動の成果の伸
び率には到底及ぼない。このため，第1次産業と第2次産業の格差は拡大の一途をたどってき
た。
　現に，表！が示すように，工業製造品出荷田草は60年の802．3億円から69年には3，654．7億
円，79年には15，212．7億円に増大している。農業粗生産額と工業製造品出荷額等は60年が
237．4億円対802．3億円，68年（69年）が583．7億円対3654．7億円，82年（79年）が1279億円対
15，212．7億円，門下のひらきは拡大の一途をたどっている。農業と非農業間の不均等発展に伴
う格差の拡大は産業別生産所得の差にもあらわれている。農業粗生産額と第3次産業経済活動
の実績，たとえぽ，小売業年間販売額の伸び率との隔たりにあらわれている。前述の農業粗生
産額に対して，小売業年間販売額は60年の319．3億円，70年の1，673．3億円，79年の5，924．1億
円，伸び倍数は60年～70年が5．24倍，60年目79年が18．55倍，60～79年の農業粗生産額の伸び倍
数5．39倍と比較してひらきは歴然としている。
　もちろん，表1が示すように，農業と非農業間の不均等発展と格差は，徳島県などの四国の
各県，秋田県や熊本県でも拡大している。これこそは当時の地方・遠隔地が共有する構造的な
特徴である。地方・遠隔地は高度経済成長以降，大規模開発計画を誘致する争いに凌ぎを削っ
たが，誘致合戦を正当化してきたのは農業と非農業問の不均等発展の解消，停滞した地域経済
に風穴をあけるには大規模開発と企業誘致が不可欠であるとする論理であった。四国各県は開
発と工業化の架け橋を’ u本四架橋」に期待してきた。実際，この間，徳島県，愛媛県，高知県
でも農業粗生産額と工業製造品出荷額等，小売業年間販売額の伸び倍数に決定的なひらきが生
じ，農業粗生産額つまり農業の停滞性が確認される。60年～79年の農業粗生産額・工業製造品
出荷下等・小売業年間販売額の伸び倍数は，徳島県では6．98倍対15．23倍対17．55倍，愛媛県で
は5．84倍対11．48倍対18．16倍，高知県では7．30倍対12．78倍対17．19倍，農業と非農業問の不均
等発展は歴然としている。
　それでは香川県の第2次産業にはどのような構造的特徴があるのか。第2次産業就業者の業
種別構成をみると，60年の第2次産業就業者の総数は96，915人，うち鉱業就業者は2，341人
　（2．4％），建設業就業者は20，919人（21．6％），製造業就業者は73，655人（76．0％），就業者の
4人に3人は製造業である。65年の総数は116，875人，構成は鉱業が1，792人（1．5％），建設業
が25，277人（21．6），製造業が89，706人（76．7％），69年の総数は145，489人，鉱業が1，418人
　（1．0％），建設業が31，748人（21．8％），製造業が112，323人（77．2％）である。この10年間に
第2次産業就業者数は1．50倍，建設業就業者数は1．52倍，製造業就業者数は1．52倍，業種別就
業者構成に基本的な変化はない。それほど建設業就業者の伸び倍数は顕著である。こうした建
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設業と製造業の就業者構成は70年以降も続いている。75年の第2次産業就業者数は158，269人，
鉱業が1，296人（0．8％），建設業が40，141人（25．4％），製造業が116，829人（73．8％），79年の
第2次産業就業者総数は161，456人，鉱業が1，105人（0．7％），建設業が45，266人（28．0％），製
造業が115，085人（71．3％）である。69年～79年目第2次産業就業者数の伸び倍数は1．11倍，鉱
業就業者の伸び倍数は0．78倍（22％減），建設業就業者の伸び倍数は1．43倍，製造業就業者の伸
び倍数は1．02倍，つまり，70年（正確には69年）以降，建設業だけが就業者数を伸ばしている
のである。60年～79コ口みると，第2次産業就業者数の伸び倍数は1．66倍（96，915人→
161，456人），鉱業の伸び倍数は0．47倍（53％減，2，341人→1，105人），建設業の伸び倍数は
2．16倍（20，919人→45，266人），製造業の伸び倍数は1．56倍（73，655人→1！5，085人）ここでも
建設業就業者の増大だけが目立っている。
　第2次産業に占める建設業の比重の大きさは，表2の製造業生産所得率の伸び悩みからも伺
える。前述のように，この現象は四国各県が共有する現象であるが，高度経済成長期以降，「本
四架橋」に関連する建設事業（道路・橋梁・港湾・空港・鉄道・産業基盤など）に農業就業者
などが兼業労働などとして多数就業してきた結果でもあるが，これこそは高度経済成長期以
降，地方・遠隔地の「第1次産業県」に共通する構造的特徴であった。この時期の公共事業の
展開と地方の産業経済構造および就業構造，さらにその変化については他稿で集中的に検討す
る予定であり，小稿ではこれ以上言及しないが，いずれにしても香川県は「脱第1次産業県」
化をめざしつつも，工業化には必ずしも成功していない。この間，就業者数をつねに増やしつ
づけたのは，皮肉にも建設業である。このことは事業所数の増加からも伺える。事業所総数は
60年の39，796箇所から69年には48，466箇所，79年には56，242箇所，伸び倍数は60年～69年が
1．22倍，60年～79年半1．41倍である。建設業事業所数に限っていえば，60年が1，058箇所，69年
が3，129箇所，79年が4，972箇所，伸び倍数は60年～69年が2．96倍，60年～79年が4．70倍であ
る。製造業の事業所数は60年が5，605箇所，69年が7，010箇所，79年が7，352箇所，60年～69年の
伸び倍数は1．25倍，60年～79年の伸び倍数は1．3！倍，建設業事業所数の伸び倍数は際立ってい
る。
　つぎに工業化の実態について点描する。表3の工業事業所数（60年の2，368箇所，69年の
3，751箇所，79年の4，321箇所）や工業従業者数（60年の57，384人，69年の91，150人，79年の
94，170人）が示すように，間違いなく工業部門の中軸は製造業にある。問題は工業化の中身，
製造業の中身である。高度経済成長期以降，わが国が数次の「全国総合開発計画」を通じて企
業を地方に分散・移そうとし，都道府県や市町村が「長期構想」や「総合計画」などを通じて
企業誘致に凌ぎを削りつつ誘致しようとした製造業の業種は，主として「重厚長大型・素材供
給型」の業種であった。具体的には石油・石炭製品，鉄鋼業，化学工業，輸送用機器などである
が，問題はこれら戦略業種の誘致に成功したか，この分野の工業構成を高めてきたかである。
　そこで表3では60年以降の工業製造品出荷額等を業種別に示した。60年の製造品出荷額等を
多い順に出荷額等と構成比をあげると，第1位は食料品の158．7億円（19．8％），第2位は繊維
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表3　香川県の基本指標（3）単位　出荷額等，販売額など金額は百万円
実
?
構 成 比 伸 び　　指
?
1960年 1970年 1980年 1960年1970年1980年1960年1970年 1980年
人　　　　ロ 918，867907β97 999，864 一 一 一 100 98．8 108．8
就業人口総数 443，909486，877499，372 一 一 一 100 109．7 112．5
事業所数 39，79648，466 56，242100．0100．0100．0 100 121．8 141．3
建　設　業 1，058 3，129 4，972 2．7 6．4 8．8 100 295．7 469．9
製　造　業 5，605 7，010 7，352 14．1 14．5 13．1 100 125．1 131．1
卸売・小売 20，37023，215 26，57851．2 47．9 47．2 100 114．0 130．5
金融・保険 662 635 780 1．7 1．3 1．4 100 95．9 117．8
不　動　産 1，428 993 1，217 3．6 2．0 2．2 100 69．5 85．2
サービス業 9，915 1L362 12，65924．9 23．4 22．5 100 114．6 127．7
工業事業所数 2，368 3，751 4，321 一 一 一 100 158．4 182．4
工業従業老数 57β8491，150 94，170 一 一 ｝ 100 158．8 164．1
工業出荷額等 80，233365，471，521，268100．0100．0！00．0 100 455．51，896．1
食　料　品 15，87261，864 228，13419．8 16．9 15．0 100 389．81，437．3
繊維工業 12，77322，086 68，260 15．9 6．0 4．5 100 172．9 534．4
衣服繊維品 1，446 12，347 42，750 1．8 3．4 2．8 100 853．92，956．4
木材木製品 2，867 18，216 77，839 3．6 5．0 5．1 100 635．42，715．0
家具装備品 1，033 12，194 49，104 1．3 3．3 3．2 100 1，180．44，753．5
パルプ紙類 4，136 16，818 49，397 5．2 4．6 3．2 100 406．61，194．3
出版・印刷 882 4，551 27，109 1．1 1．2 1．8 100 516．03，073．6
化学工業 7，838 16，619 34，452 9．8 4．5 2．3 100 212．0 439．6
石油・石炭 296 1，312 219，641 0．4 0．4 14．4 100 443．274，203．0
ゴム製品 2，553 3，314 9，455 3．2 0．9 0．6 100 129．8 370．3
皮革同製品 2，953 9，767 18，938 3．7 2．7 L2 100 330．7 641．3
窯業・土石 2，044 13，737 62，812 2．5 3．7 4．1 100 672．13，073．0
鉄　鋼　業 680 12，351 64，811 0．8 3．4 4．3 100 1，816．39，531．0
非鉄金属 11，43346，943 ！55，842 14．2 12．8 10．2 100 410．6L363．1
金属製品 1，784 15，833 80，338 2．2 4．3 5．3 100 887．54，503．2
一般機械 4，652． 36，955 73，491 5．8 10．1 4．8 100 794．41，579．8
電気機械 1，186 12，152 55，212 1．5 3．3 3．6 100 1，024．64．6553
輸送用機器 1，l13 35，469 152，377 1．4 9．7 10．0 100 318．613，690．7
精密機械 590 2，174 5，840 0．7 0．6 0．4 100 368．5 989．8
卸売業商店数 1，936 2，357 3，568 ㎜ 一 一 100 121．7 184．3
従　業　者 14，50924，582 34，462 一 『 一 100 169．4 237．5
年間販売額 76，159559，182，！40，150 一 一 一 100 734．22，810．1
飲食店商店数 3，016 3，859 6，177 一 一 一 100 127．9 204．8
従　業　者 9，389 12，441 13，534 一 ｝ 一 100 132．5 144．1
年間販売額 6，707 14，254 』44，011 一 ｝ 一 100 212．5 1656．2
小売業商店数 14，80215，462 16，091 一 一一 一 100 104．5 108．7
従　業　者 35，37145，739 53，422 　 　 一 100 129．3 151．0
年間販売額 31，929167，332592，415 一 　 一 100 524．1 185．5
郵便貯金残高 6，679 38，870．337，837 一 一 一 100 582．0 505．8
全国銀行預金 52，967228，123LOO4，743｝ 一 一 100 430．71，896．9
（注）　1　産業別事業所数の1970年は1969年，1980年は1978年，工業事業所数，同従業者数，同製造品出荷
　　　額等の1970年は1969年，‘1980年は1979年，卸売業商店数，同従業者数，同年間販売額の1980年は
　　　1979年，飲食業商店数，同従業者数，同年間販売額の1960年は1966年，1980年は1979年，小売業商
　　　店口，同従業者数，同年間販売額の1980年は1979年。2　原資料は表1や表2と同じ。
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工業の127．7億円（15．9％），第3位は非鉄金属の1，143億円（14．2％），第4位は化学工業の
78．4億円（9．8％）である。戦略業種として誘致を期待した石油・石炭製品は3億円（0．4％），
鉄鋼業は6．8億円（0．8％）と少ない。69年の出荷額等の第1位は食料品の618．6億円，出荷額等
全体の16．9％，第2位は非鉄金属の469．4億円，エ2．8％，第3位は一般機械の369．6億円，
10．1％，第4位は輸送用機器の35．7億円，9．7％である。79年目第1位は食料品の2，281．2億
円，15．0％，第2位は石油・石炭製品の2，196．4億円，14．4％，第3位は非鉄金属の1558．4億
円，10．2％，第4位は輸送用機器の1，523．8億円，10．0％である。工業製造品出荷額等をみて
も，食料品工業は香川県を代表する工業である。食料品と同じく代表的な存在であった繊維工
業は60年の15．9％から79年には4．5％に構成比を大幅に下げ，化学工業もこの間に9．8％から
2．3％に構成比を下げている。逆に製造品出荷額等や構成比を大幅にあげた業種では石炭・石
油製品（0．4％→14．4％）と輸送用機器（1．4％→10．0％）が格別で，ほかに鉄鋼業（0．8％→
4．3％）と電気機械（1．5％→3．6％）が目立っている。
　このことは伸び率にもあらわれている。製造品出荷下等の伸び率が大きな業種を拾うと，60
年～79年の伸び倍数では，第1丁目石油・石炭製品の742倍，第2位は輸送用機器の137倍，第
3丁目鉄鋼業の95倍，出荷額等全体の伸び倍数が14倍であること，主力業種であった食料品の
伸び倍数14倍と比較しても，石炭・石油製品など3業種の伸び倍数の大きさは格別である。そ
の意味では香川県の工業も「重厚長大型・素材供給型」の構成に変化してきていることになる
が，こうした構造変化は全国的な傾向である。たとえぽ，全国の製造品出荷額等は60年が
15．18兆円，69年が57。54兆円，79年が18！．84兆円，この間に12倍になっている。石油・石炭製
品の出荷額等は60年が0．36兆円，69年が1．49兆円，79年半9．68兆円，60年～79年の伸び倍数は
26．9倍，鉄鋼業の出荷二等は60年目1．54兆円，69年が5．27兆円，79年が15．72兆円，伸び倍数は
！0．2倍である。電気機械の出荷額等は60年が1．29兆円，69年が5．96兆門，79年が18．40兆円，伸
び倍数は14．3倍，輸送用機器の出荷三等は60年が1．32兆円，69年が6．20兆円，79年が21．62兆
円，伸び倍数は16．4倍である。全国的に「重厚長大型・素材供給型」の伸びは顕著である。
　工業製造品出荷三等および「重厚長大型・素材供給型」業種のこの間の伸びの大きさは四国
他県でもみられる。愛媛県では，出荷額等の総額は60年が1，925億円，69年が6，971億円，79年
が2兆2092億円，伸び倍数は11。6倍である。石油・石炭製品の出荷額等は60年が176億円，69年
が469億円，79年が2，022億円，伸び倍数は11．5倍，鉄鋼業の出荷平等は60年が6億円，69年が
23億円，79年が146億円，伸び倍数は24．3倍である。電気機械の出荷額等は60年が3億円，69年
が292億円，79年が1，308億円，この間の伸び倍数は436倍である。輸送用機器の出荷額等は60年
が44億円，69年が430億円，79年が1，302億円，この間の伸び倍数は29．6倍，一般機械の出荷額
等は60年が169億円，69年が690億円，79年が1，935億円，伸びは11．4倍，化学土肥の出荷平等は
60年が536億円，69年が1，789億円，79年が3，847億円，伸びは7，2倍，非鉄金属の出荷弔辞は60
年が278億円，69年が919億円，79年が2，094億円，この間の伸び倍数は7．5倍である。電気機械
（436倍），輸送用機器（29．6倍），鉄鋼業（24．3倍）のこの間の伸びは格別大きい。
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　これに伴って県内経済に占める「重厚長大型・素材供給型」業種の比重は確実に上昇してい
る。もともと愛媛県の工業は60年の産業別工業製造品出荷三等の構成比（化学工業27．9％，非
鉄金属14．5％，繊維工業11．5％，石油・石炭製品9．1％）が示すように，化学工業が出荷額等の
4分の1以上を占める特異な構造を60年段階ですでに有していた。これに非鉄金属と石油・石
炭製品をくわえると，重化学工業3業種が工業出荷額等全体の過半以上を占めていたことにな
る。そこに伸び率が顕著な，高度経済成長期以降の戦略業種である電気機械（60年の0．2％から
69年目4．2％，79年には5．9％），輸送用機器（60年の2．3％から69年には6．2％，79年には
5．9％），鉄鋼業（60年の0．3％から69年には0．3％，79年には0．7％）がくわわるのである。電気
機械・輸送用機器・鉄鋼業の構成比は60年の2．8％から69年には10．7％，79年には12．6％に上
昇している。この3業種に以前から主力業種であった化学工業（60年27．9％，69年25．6，79年
17．4％），非鉄金属（60年14．5％，69年13．2％，79年9，5％），石油・石炭製品（60年9．1％，69
年6．7％，79年9．2％）をくわえると，戦略業種（「重厚長大型・素材供給型」）の工業出荷平等
は全体の5割前後を確保している勘定であるが（60年54．3％，69年56．2％，79年48．7％），それ
でも業種間の構造は確実に変化している。
　徳島県の場合は，60年の出荷三等（524億円）の第1位は化学工業の137億円（26．1％），第2
位は食料品の94億円（17．9％），第3位は木材・木製品の67億円（12．8％），第4位はパルプ・
紙加工の58億円（1！．1），第5位は繊維工業の54億円（10．2％），愛媛県と同じく化学工業が出
荷額等全体の4分の1以上を占めている。化学工業以外の上位5業種はすべて軽工業である。
一方，戦略業種を期待される石油・石炭製品は1．1億円（0．2％），鉄鋼業は2．5億円（0．5％），
非鉄金属は2．8億円（0．5％），金属製品は8．3億円（1．6％），一般機械は19．7億円（3．8％），輸
送用機器は7．9億円（1．5％），電気機械は0．7億円（0．1％），60年の出荷額等はいずれも軽微で
ある。20年後の79年の出荷額等総額は7，987億円，出荷額等の第1位は化学工業の1，581億円
　（19．8％），第2位は食料品の1，309億円（16．4％），第3位はパルプ・紙加工の783億円
　（9．8％），第4位は家具・装備品の781億円（9．8％），第5位は木材・木製品の780億円
　（9．8％），順位に変動はあるが，化学工業以外はすべて軽工業である。期待された石油・石炭
製品は7．6億円（0．1％），輸送用機器は64億円（0．8％），鉄鋼業は220億円（2．7％），金属製品
は299億円（3．7％），一般機械は339億円（4．2％），電気機械は417億円（5．2％），60年～79年の
伸び倍数は石油・石炭製品が6．9倍，鉄鋼業が8，8倍，金属製品が3．6倍，一般機械が1．7倍，電
気機械が59．6倍，輸送用機器が0．8倍と決して大きくない。電気機械以外の伸び率は意外と小
さく，戦略業種全体の構成比も16．7％にすぎず，期待はずれに終わっている。
　以上の数値は四国の各県が「工業化途上県」を脱皮する目標を実現していないことを示して
いる。県によっては化学工業やパルプ・紙加工の構成比が過度に高い数値を残しているが，全
体的には食料品や繊維工業が中心を占めている。重要なことはこうした軽工業中心の工業の構
造が高度経済成長期以降も基本的に変わっていないことである。たしかに，工業化は製造品出
荷額等の伸び率が示すように一定程度進展している。しかし工業化の進展度は全国と比較して
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表4　香川県の指標別地域構成
?
松 市 丸
?
市 坂
?
市
60年 70年 80年 60年 70年 80年 60年 70年 80年
面　　　　　　　積 8．2 10．9 10．4 3．4 3．6 3．5 4．7 5．1 4．9
人　　　　　　　　口 24．8 30．2 31．7 6．7 6．5 7．1 6．8 7．1 6．6
世　　　　　　　帯 26．6 32．4 34．5 7．2 6．9 7．4 6．9 7．1 6．7
就　業　者　総　数 23．6 29．1 30．5 6．4 6．5 6．9 6．5 6．9 6．4
農　　　　　業 12．7 14．8 14．2 4．8 4．8 3．8 5．0 4．8 4．5
建　　設　　業 33．5 33．！ 31．7 5．4 5．8 6．7 7．5 8．1 7．0
製　　造　　業 25．6 25．0 21．3 8．1 7．2 8．0 7．8 8．5 7．3
卸売小売業 36．2 41．7 42．7 7．9 7．3 7．1 7．4 7．0 6．1
金融保険等 48．5 51．9 48．8 7．8 5．9 6．8 6．7 6．5 6．0
事　業　所　総　数 26．7 32．7 35．6 8．8 7．5 7ユ 8．1 7．6 7．4
建　　設　　業 28．7 3L1 29．0 6．1 5．5 5．7 8．0 6．7 7．0
製　　造　　業 25．9 27．4 27．7 12．7 7．8 5．2 9．2 7．7 6．0
卸売小売業 27．9 33．9 38．4 8．3 7．7 7．7 7．4 7．1 72
工業事業所数 26．7 30．7 29．5 11．4 6．1 6．0 7．4 7．1 7．2
工業従業老数 29．0 29．3 25．9 9．2 7．3 8．2 9．6 11．9 10．7
製造品出荷二等 21．9 28．9 21．4 6．9 6．5 8．3 15．1 17．8 26．7
卸売業商店数 46．0 60．2 65．4 10．3 7．2 5．4 8．3 5．5 5．3
従　業　者　数 61．7 73．6 74．9 8．9 5．9 4．7 7．5 4．4
?
年間販売額 72マ 83．9 87．3 6．0 4．1 2．3 6．4 3．3 2．4
小売業商店数 24．7 27．7 30．1 8．2 7．7 7．4 7．4 7．5 7．7
従　業　者　数 30．4 37．0 38．1 8．6 8．0 7．4 7．7 7．6 7．7
年間販売額 40．2 47．3 45．5 8．9 7．3 7．3 7．7 7．7 7．3
飲食業年間販売 一 60．5 50．2 一 7．9 7．9 一 6．5 6．1
全国銀行預金高 49．7 54．7 51．4 6．4 5．2 6．1 7．1 6．8 6．2
郵便貯金残高 20．4 24．5 28．1 7．2 7．7 7．7 6．6 8．0 9．0
課税対象所得額 　 40．5 37．9 一 6．5 7．6 一 7．3 6．8
地方財政歳出額 28．3 28．2 27．7 7．5 10．0 9．4 9．4 7．5 7．2
着工新設住宅数 50．1 43．6 37．7 10．6 12．5 8．2 9．0 9．6 5．4
着工全住宅戸数 一 43．1 36．4 皿 ！2．5 8．2 一 9．5 5．7
（注）　1　事業所数の1970年は1979年，1980年は1978年，工業事業所数，工業従業老数，工業製造品出荷
　　　の1980年は1979年，小売業（商店数・従業者数・年間販売額）の1980は1979年，飲食業年間販売
　　2　原資料は表1～表3と同じで，筆者が作成した。なお，着工新設住宅数と着工全住宅戸数の
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??
通　寺 市 観 音　寺 市
?
部
60年 70年 80年 60年 70年 80年 60年 70年 80年
2．1 2．2 2．1 2．7 2．9 2．8 2L1 24．7 23．7
4．0 3．9 3．8 5．1 4．8 4．5 47．4 52．5 53．7
4．0 3．9 3．9 4．9 4．6 4．3 49．6 54．9 56．8
4．0 3．9 3．7 4．9 4．6 4．7 45．4 51．0 52．2
3．6 3．9 3．6 4．5 5．0 5．9 30．6 33．3 32．0
3．7 3．5 3．5 4．3 3．6 3．5 54．4 54．1 52．4
2．3 2．9 3．1 4．7 4．6 5．3 48．5 48．2 45．0
4．0 3．5 3．2 6．4 5．2 4．8 61．9 64．7 63．9
3．0 4．0 3．0 4．2 4．0 3．7 7L271．5 68．3
4．3 3．7 3．7 5．2 5．8 5．2 53．1 57．3 59．0
5．6 3．2 3．2 3．6 4．0 3．9 52．0 50．5 48．8
2．3 2．5 2．2 5．1 4．8 5．0 55．2 50．2 46．1
4．6 4．0 4．！ 5．7 6．9 5．9 53．9 59．6 63．3
1．8 2．3 2．2 4．9 5．6 4．9 52．2 51．8 ・49．8
2．0 2．8 2．8 5．0 6．4 6．1 54．8 57．7 53．7
1．1 1．8 1．9 4．8 5．5 3．7 49．8 60．5 62．0
3．0 2．2 2．3 7．1 7．0 6．0 74．7 82．1 84．4
2．2 1．2
?
7．6 6．8 5．1 87．9 91．984．7＊
1．1 0．4 0．8 7．！ 5．3 2．8 93．3 97．0 95．6
4．5 4．2 4．1 5．7 6．0 5．9 50．5 53」 55．2
4．4 4．0 3．7 5．8 5．8 6．3 56．9 62．4 63．2
3．9 3．5 3．6 5．5 5．3 6．3 66．2 71．1 70．0
一 4．1 4．3 一 3．9 4．8 一 82．9 73．3
3．6 2．9 3．1 4．6 4．2 4．0 71．4 73．8 70．8
6．7 5．7 5．3 3．8 4．5 4．7 44．7 50．4 54．8
一 3．9 3．6 一 4．6 4．2 一 62．8 60．1
3．4 3．1 3．8 5．1 6．6 4．6 53．7 55．4 52．7
5．5 3．6 3．9 一 2．4 3．9 75．2 7！．7 59．1
一 3．6 4．1 一 2．4 4．0 一 71．1 58．4
額等の1970年は1969年，1980年は1979年，卸売業（商店数・従業者数・年間販売額）
額の1980年は！979年，地方財政所得額の1980年は1979年。
原資料は建設省『建築統計年報』。
一113一
　　　　　　　　瀬戸大橋の開通に伴う香川県の社会経済的影響（2）一「本四
　　　　　　　　架橋」の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研究（田口）
決して大きいわけではない。その意味でも香川県をはじめ四国各県が高度経済成長期以降，
「工業化途上県」を脱却し，「工業化先進県」の目標を実現したとは到底いえない。それだけに
四国各県の「本四架橋」に対する期待は尋常ではなかった。
　3）　香川県の地域構造・地域配置
　四国の特徴はその「島唄性」にあった。その「島嘆性」を脱却するためには「本四架橋」が
不可欠であった。香川県の場合は，発展の障碍であった「島唄性」の問題を瀬戸大橋の架橋・
開通によって解決し，さらに「工業化先進県」化の途をひらこうとした。瀬戸大橋の架橋に成
功した場合には，架橋・開通に関連して四国内や県内の高速自動車道を含む交通網が整備さ
れ，これによって県内地域間の「物流」や「二流」を促進し，県内全域の工業化・都市化を促
進しようとした。結果的に臨海部と内陸部の不均等発展や顕在化している格差の解消・緩和に
結びつくと期待されてきた。瀬戸大橋の開通がこうした期待にどの程度応えてきたのか，開通
によって県内の地域構造や地域配置がどう変わったのか，開通の効果や影響を具体的に検証し
確認する意味でも，瀬戸大橋開通前の香川県の地域構造・地域配置の状況を点検する必要があ
る。
　こうした視点から開通前（60年～80年）の地域構造・地域配置を人口，世帯，就業者，事業
所，工業事業所，工業製造品出荷額，商業事業所数・年間訴訟額，資金量（全国銀行預金残高
・郵便貯金），課税対象所得額，地方財政歳出額などの県内地域配置，いわゆる諸機能の集中・
集積状況を確認するため整理したのが表4である。表4に示す数値こそは60年以降の，開通前
の香川県の地域構造・地域配置である。「新全総」以降に策定された「全国総合開発計画」が政
策目標の1つに掲げたのは，前述のように，列島規模での「過密」と「過疎」の解消，大都市
圏と地方の不均等発展や格差の解消であった。都道府県が「新全総」など上位計画と連携し策
定した「長期構想・計画」などが政策課題・政策目標に掲げたものの少なくとも1つは，都道
府県内ですすむ「過密」と「過疎」の解消，臨海部と内陸部の格差の解消，都市部と農村部で
現出する「過密」と「過疎」の解消，あるいは地域間格差の解消であった。このため，県庁所
在都市などに過度に集中・集積した人口や生産・経済機能などを都市郊外や農村地域に政策的
に移転し再配置する必要があった。表5の数値は人口や諸機能が60年代にすでに都市部に集中
・集積していること，機能などの再配置が必要なほど弊害が現出している実態を示している。
　ところで，香川県は瀬戸大橋の開通を受けて，90年に香川県の21世紀を展望し（目標年次
2000年）（『香川県21世紀長期構i想一魅力ある田園都市香川の形成をめざして』，以下『長期構
想』）を策定している。策定の趣旨を以下の文言で説明している。「県民の長年の夢であった瀬
戸大橋の開通に引き続き，新高松空港が開通し，四国横断自動車道の整備も進むなど，陸に，
海に，そして空に，県勢発展の基盤は着実に整いつつある。また，高齢化，国際化，情報化の
進展や文化志向の高まりなど時代の潮流は21世紀に向けて大きなうねりをみせる中で，………
県政も新たな視点に立った対応が求められている。このような状況を背景に，三大プロジェク
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トの整備効果を最大限に生かし，その恩恵を広く県内全域，県民全体に及ぼす」べく『長期構
想』を策定した説明している（注6）。そして『長期構想』は第3編を「地域編」とし，地域整備
の基本的な考え方を示している。そこでは「三三面積が全国最小の県である本県においても，
東や西，あるいは臨海部と丘陵部など，各地域はそれぞれ異なった歴史や風土の中ではぐくま
れた独自の顔を持っている。2！世紀に向けて魅力ある田園都市香川を形成することは，多様な
地域特性を持った県内各地域の自立的発展を図るとともに，その成果を共有し，さらにこれを
県全体の均衡ある飛躍発展に結びつけていくような地域づくり」が必要であるとして，地域性
に配慮した行政施策の方針を打ち出している（注7）。
　そのうえで，『長期構想』は地勢的な特性や自然的な特性から県内を「島唄ゾーン」（小豆島
や丸亀市の笠島など），「臨海ゾーン」（高松市，丸亀市，坂出市，観音寺市などの都市地域およ
びそれらに挟まれる形で農漁村地域），「平野ゾーン」（県中央部一帯に広がる地域，善通寺市な
どの都市地域，市街地，集落地も点在している），「丘陵ゾーン」（県民いこいの森などのレク
リェーション施設が点在する丘陵地帯）の4つのゾーンに区分し，ゾーン別の地域整備構想を
打ち出している。その一方，県内を以下の5ブロックに区分し，産業経済振興策を含む地域整
備計画を示している。1つは，徳島県よりの8町からなる「大川地域」（引田町，白鳥町，大内
町，津田町，大川町，志度町，寒川町，長尾町），2つは，高松市を中心に11市町で構…成する
　「高松地域」（高松市，三木町，牟礼町，庵治町，堀江町，香川町，香南町，直島町，綾上町，
綾南町，国分寺町），3つは，丸亀市，坂出市，善通寺市を中心に3市8町で構成する「坂出・
中讃地域」（丸亀市，坂出市，善通寺市，綾歌町，飯山町，宇多津町，琴南町，満濃町，琴平
町，多度津町，仲南町），4つは，愛媛県よりの観音寺市を中心に1市9町が構成する「三豊地
域」（観音寺市，高瀬町，山本町，三野町，大野原町，豊中町，詫間町，仁尾町，豊浜町，財田
町），5つは，小豆島の内海町，土庄町，池田町で構成する「小豆地域」である。「讃岐の国」
であった歴史に因み，「大川地域」を「三二地域」，「坂出・中讃地域」を「中讃地域」，「三豊地
域」を「西之地域」と称呼する慣わしも県内では一般的である。
　しかしその一方，上記とは別の地域区分を採用しているセクションもある。たとえば，香川
県農林水産部は「21世紀初頭の農業・農村を展望し，本県の持ちます恵まれた自然条件や農業
特性を生かしながら汰きく変化する時代の蜥をとらえ・噺た姻二丁にも対応」（注8）す
るとして，96年にr21世紀香川県農業・農村計画一「魅力とやりがいのある香川型農業の確
立」と「活力とやすらぎのあるむらづくり」』（以下，『農村計画』）を策定している。この中
で，農林水産部は，気候や風土が形成した生活圏域（地域農業改良普及センター管轄区域）と
　して，（1）大川地域，②小豆地域，（3）高松地域（高松市，三木市，牟礼町，庵治町，塩江町，香
川町，香南町，直島町），（4）綾歌地域（坂出市，綾上町，綾南町，国分寺町，綾歌町，飯山町，
宇多津町），（5）仲多度地域（丸亀市，善通寺市，琴南町，満濃：町，琴平町，多度津町，仲南
町），（6）三豊地域の6ブロックを設定・採用している。大川地域，小豆地域，三豊地域の構成団
体は『長如構想』と同じであるが，高松地域など3地域の構成団体には出入りがある。
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図1　香川県の地域区分
（注）　香川県の『長期構想』と『農村計画』をもとに筆者が作成した。
　問題は『長期構想』や『農村計画』が示した地域区分にどの程度合理性や客観性が認められ
るかである。少なくとも『長期構想』が示す地域区分は，図1から伺えるように，臨海部から
内陸部にかけて県域を機械的に線引き・区分したにすぎない。その意味でも行政が便宜的に設
定した行政区域であり，合理的な根拠は見当たらない。高度経済成長期以降，香川県がめざし
た「脱第1次産業県」化や「工業化先進県」化，工業化や都市化の切り札を瀬戸大橋に期待し
てきた事実，かつその後，人口や生産・経済機能が主として臨海地域の都市部に過度に集中・
集積してきた地域実態からみて，地域区分としては臨海地域・都市部（以下，都市部）と内陸
部・非都市部（以下，内陸部）の関係を軸にとらえ，地域把握をめざすことが現実的かつ合理
的である。
　そして実際，瀬戸大橋開通前にすでに香川県の人口や生産・経済機能などは，県庁所在都市
の高松市など県内の5都市（丸亀市，坂出市，善通寺市，観音寺市）（注9）に過度に集中・集積
していた。とくに高松市に人口や諸機能が過度に集中・集積していた。その意味では，実態は
高松市「一極集中」である。
　そこで，以下，表4を通じて都市部に集中・集積した地域実態を具体的に検討する。まず高
松市からみる。高松市の面積は60年が県域全体の8．2％である。この高松市に県内人口の約4
分の1，24．8％，世帯の26．6％が集中している。就業者総数では県全体の23．6％，建設業就業
者の33．5％，卸売業・小売業就業老の36．2％，金融保険・不動産業の48．5％は高松市に集中し
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ている。さらに高松市には工業事業所の26．7％，同従業者の29％，同製造品出荷額等の21．9％
も集中している。卸売業や小売業など商業機能の集積率は並みの高さではない。卸売業の場合
は商店数の46．0％，従業者の61．7％，年間販売額の72．7％，小売業の場合は商店数の24．7％，
従業者の30．4％，年間販売額の40．2％は高松市1市に集積している。60年以降，集中・集積は
さらにすすみ，80年には面積10．4％の高松市に人口の31．7％，世帯の34．5％，就業者総数の
30．5％，金融保険・不動産業就業者の48．8％，卸売業・小売業就業老の42．7％が集中してい
る。卸売業の場合は商店数の65．4％，従業者の74．9％，年間販売額の87．3％，小売業の場合は
商店数の30．1％，同従業者の38．1％，同年間販売額の45．5％，飲食業の場合は年間販売額の
50．2％が高松市1市に集中している。金融機関や事業所など経済機能が過度に集積しているこ
ともあり，全国銀行預金残高も70年には県内総額の54．7％，80年には51，4％が高松市に集積，
郵便貯金残高も70年の県内総額の24．5％，80年の28。1％，課税対象所得額も70年の40．5％，80
年の37．9％は高松市に集積している。
　60年以降，坂出市に企業・事業所が進出した事情もあり，70年と80年に坂出市の工業従業者
や工業製造品出荷額等が突出した集中・集積率を示すこともあったが，これら例外的な数値以
外，高松市の集中・集積率だけが頭抜けた高さを示している。高松市の数値に他の4市の数値
をくわえた県内5市の人口，世帯，生産・経済機能の集中・集積率の高さは尋常ではない。だ
が，こうした現象は必ずしも香川県だけの特異な現象ではない。「第1次産業県」や「工業化途
上県」が共有する現象であった。香川県の場合，高松市など5市が県域に占める面積は60年が
21．1％，70年が24．7％，80年が23．7％，つまり，県域の1／5～1／4である。そこに県内人
口の60年の47．4％，70年の52．5％，80年の53．7％，県内世帯の60年の49．6％，70年の54．9％，
80年の56，8％，県内就業者の60年の45．4％，70年の51．0％，52．2％が集中しているのである．
　当然のことながら，第1次産業以外の就業者はとくに5市に集中している。建設業就業者の
場合は60年の54．4％，70年の54．1％，80年の52．4％，製造業の場合は60年の48．5％，70年の
48．2％，80年の45．0％，卸売業・小売業の場合は60年の61．9％，70年の64．7％，80年の
63．9％，金融保険・不動産業は60年の71．2％，70年の71．5％。80年の68．3％が5市に集中して
いる。内陸部に多い第1次産業就業者を除き，県内就業者の約5割から約3分の2は高松市，
丸亀市，坂出市，善通寺市，観音寺市に集中している勘定である。5市に事業所が集積してき
た事情がこの背景にある。建設業事業所の場合は60年の52．0％，69年の50．5％，78年の
48．8％，製造業事業所の場合は60年の55．2％，69年の50．2％，78年の46．1％，金融保険・不動
産事業所の場合は60年の53。9％，69年の59．6％，78年の63．3％が5市に集積している。工業事
業所の約半分，同従事者の5割以上，同製造品出荷二等の69年の60．5％，79年の62．0％は5市
に集積している。卸売業商店数の60年の74．7％，70年の82．1％，79年の84．4％，同従業者は60
年の87．9％，70年の91．9％，同年間販売額は60年の93．3％，70年の97．0％，79年の95．6％は高
　松市など5市に集中・集積している。小売業商店数，同従業者，同年間販売額も卸売業ほどで
　はないが，5割～7割までは5市に集中・集積している。全国銀行預金残高も60年の71．4％，
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70年の73．8％，79年の70．8％は5市に集積し，課税対象所得額も70年の62．8％，80年の60．
1％，地方財政歳出額の5割以上も同じく高松市など5市に集積している。人口や世帯や就業
者の過度の集中が示すように，5市は60年以降膨張の一途をたどっているが，このことはこの
間に建設された着工新設住宅戸数や着工全住宅戸数の5市の集中の異常高にあらわれている。
　繰り返しになるが，問題は5市とくに高松市に異常に集中・集積した生産・経済機能などが
瀬戸大橋の開通によってどう変わったかである。瀬戸大橋の開通が都市部への過度の集中・集
積に伴って進行し，顕在化した県内の「過密」「過疎」問題に集約される地域矛盾をどう解決し
たか緩和したか，あるいは解決や緩和に失敗し，地域矛盾を激化させたかである。60年段階で
すでに確認され，さらにこれ以降，県内で進行した都市部での「過密」の弊害，内陸部・農村
部での「過疎」の弊害の解消・緩和が，瀬戸大橋の架橋と開通に対する期待を増幅させ，かつ
開通後の香川県政の最重要課題の1つとして浮上してきたことは，前述のように，開通直後に
香川県が策定した『長期構想』に集中的に表現されている。「三大プロジェクトを最大限に生か
し，その恩恵を県内全域，県民全体に及ぼすことにより，県土の均衡ある発展を図る」とする
政策目標，21世紀の香川県がめざすべき全体像として「田園都市香川」を掲げたことにもあら
われている。
　それでは三大フ．ロジェクト（瀬戸大橋，高松空港，四国横断自動車道）を最大限に生かし，
香川県が21世紀に向け実現すべき「田園都市香川」とは一体何か。『長期構想』は「田園都市香
川」について「都市的活力と田園の快適さの調和が取れた直土空間」と説明しているにすぎな
いが，その実現には以下の「三つの創造」が必要があるという。！つは，「快適公園香川の創
造」，2つは，「環瀬戸内交流圏の創造」，3つは，「明日を拓き支える人材の創造」である。「快
適公園香川の創造」は「本県は，多島美を誇る瀬戸内海，緑豊かな景観を見せる平野部など優
れた自然環境を有しており，私たちは豊かな自然から有形，無形の多くの恵みを受けてきた。
近年，都市化の進展や地域開発の進行などによって自然形態は大きく変化しつつあり，優れた
景観を形成する自然や都市地域における緑，水辺などの身近な自然が脅かされてきている。今
こそ，人間と自然のかかわりあいのあるべき姿を見つめ直」すことによって実現可能であると
いう。だがそれは，突きつめれば，瀬戸大橋など三大フ．ロジェクトを推進した県が，原因者と
して繰り返してきた自然破壊・環境破壊を後始末することにほかならない。「環瀬戸内交流圏
の創造」は「高速道路網や高度情報通信網の整備により，人や物，情報の交流がますます拡大
している今日，21世紀の香川づくりを進めていくに当たっては，香川が四国，瀬戸内，日本の
中でどのような役割を担っていくべきかを考え」ることである。そのうえで，香川県が選択す
べき途と自負は「東京圏に大きな影響を与える地方圏として活性化を促進し，………2！世紀の
日本を支える主要な地域の一つとしての環瀬戸内交流圏において，四国の中枢都市機能を担っ
ている香川県は重要な役割を果た」すことであると説明し，四国の中心性，わが国の中心性，
世界の中心性を強調することに終わっている。また，「明日を拓き支える人材の創造」は「魅力
ある「田園都市香川」の形成をめざすためには，郷±を愛する心と広い識見，行動力を持ち，
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創造性と向上への意欲にあふれた人材の育成が求められており，学校教育はもとより，地域社
会，産業界などあら㊥る分野において明日の香川を拓き支えていく志づくりを進めること」で
実現すると説明している（注10）。
　ここには香川県が瀬戸大橋など三大プロジェクトに寄せる期待の大きさと三大フ．ロジェクト
を中心に21世紀の県勢をつくろうとする熱気があらわれている。それでは瀬戸大橋が構想や計
画の段階から建設の段階，さらに完成・開通にいたり，その効果や影響を通じて，香川県が期
待してきた「工業化先進県」化や県内の「過密jr過疎」の解消・緩和にどの程度寄与してきた
のか，臨海部と内陸部，都市部と非都市部の問で顕在化していた不均等発展や格差の解消・緩
和にどの程度効果を発揮してきたのか，改めて検証する必要がある。
（注）
　1　「本四架橋」の社会経済的影響については筆老も（『本四架橋』の地域経済に及ぼす影響に関する実
　　証的研究（1）一瀬戸大橋と証大橋についての事例研究」（『立正大学社会福祉研究所年報』第2号，2000
　　年）で検討しているが，分析の基礎資料はすべて国や県や経済界などが「本四架橋」推進の立場から構
　　想・計画段階や工事中に策定した膨大な資料である。瀬戸大橋の開通に伴う経済的影響については，
　　香川県が財団法人日本経済研究所に調査を委嘱し，開通直前の1987年にまとめた報告書（『瀬戸大橋経
　　済調査報告書一瀬戸大橋架橋の香川県経済に与える影響とその対応』）などがある。
　2　ここで遠隔地という場合は，国が高度経済成長期以降に策定した「全国総合開発計画」や「経済社会
　　発展計画」などで大規模工業基地として開発が期待される北海道・東北や九州・四国など，いわゆる
　　3大都市圏とくに首都・東京から空間的・時間的に遠隔の地に位置する「第1次産業県」「工業発展途
　　上県」の地方自治体を総称している。したがって，四国各県は九州や北海道・東北の各県と同じく遠
　　隔地として位置づけられてきた。
　3　人口集中地区は原則的には人口密度が1平方キロメートル当たり4，000人以上の地域を意味する。
　　以下，「DID地区」として表記する。
　4　工業化の立ち後れを取り戻すべく戦後，とくに高度経済成長期以降，国や産業界（とくに大企業）と
　　連携し，大規模開発を計画・推進し，その結果として「脱第1次産業県」化を実現しようとした典型的
　　事例である千葉県については，拙著r工業化と企業都市の構造変化一千葉県と市原市の実証的研究』
　　　（本の泉社，1999年）を参照されたい。
　5　わが国が経済大国化・生産大国化を実現するため農業など第1次産業をどのように人身御供にして
　　きたかについては，これまで農業経済学や農村社会学の多くの研究老によって検討・検証されてき
　　た。第1次産業切り捨ての実態は，高度経済成長期にわが国が農業基本法などとして打ち出した農業
　　政策を逐次検討することで具体的に検証・解明することができる。香川県の農業も農業政策をタテに
　　使った収奪・攻撃から逃れることはできなかった。
?）??
9
香川県『香川県21世紀長期構想一魅力ある田園都市香川の形成をめざして』（1990年），4頁。
前掲書，224頁。
香川県農林水産部r21世紀香川県農業・農村計画一「魅力とやりがいのある香川型農業の確立」と
「活力とやすらぎのあるむらづくり」』（1996年），153頁。
香川県では55年に市制を敷いた観音寺市を最後に約50年間新たな都市を誕生させていない。高松市
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　は明治23年，丸亀市は明治29年，坂出市は昭和17年に市制を敷き，戦後，同29年に善通寺市，同30年に
　観音寺市が市制を敷いて以来，市は誕生していない。
10　香川県『香川県21世紀長期構想一魅力ある田園都市香川の形成をめざして』，22～29頁。
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